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１ 自治体ＤＸに関する全体方針 

 

(１)自治体ＤＸの背景  

情報通信技術（ＩＣＴ）をめぐる技術の進歩は急速なスピードで進展しており、特にスマ

ートフォンが普及してからは、ネットワークインフラの発展による大量のデータ流通と相ま

ってコミュニケーションの在り方をはじめ、仕事、観光、医療、介護等生活のあらゆる場面

でデジタル技術が必要不可欠なものとなっています。  

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、Ｗｅｂ会議やオンライン教育、テレワー

クやワーケーションなど、働き方やライフスタイルの変化を加速させ、「新たな日常」が広が

り始めています。  

一方で行政分野でのデジタル化・オンライン化の遅れも明らかなものとなり、自治体デジ

タル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進が求められています。  

 

 (２)自治体ＤＸに関する取組を推進する目的  

デジタル技術を活用して、行政サービスを受ける住民の利便性を向上させるとともに、職

員の業務効率化を図ること、それによって得られる人的資源を行政サービスの更なる向上に

繋げていくことを目的とします。  

 

(３)計画期間  

本方針の計画期間は、令和４年度から令和７年度までとします。  

なお、国が検討を進める自治体情報システムの標準化・共通化、ガバメントクラウドの整

備、マイナンバーカードの普及状況等の最新動向を踏まえ、必要に応じて方針の見直しを随

時行います。  
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２ 取組事項 

 

① 国の定める重点取組事項（６項目） 

 (１)自治体情報システムの標準化・共通化  

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律(令和３年法律第４０号)において、自治

体ごとに仕様の差異が生じていた情報システムの統一を行い、全国における行政サービスの

平準化を図ること、仕様の標準化によりシステム導入コストが削減されることを目的に、令

和７年度を期限として情報システムを国が定める標準化基準に適合させなければならないと

されています。本町においても、ベンダー等関係各所と連携の上標準準拠システムの導入や

クラウド活用を進めてまいります。 

 

○当町において標準化を要する情報システム（１６システム） 

（令和４年９月末現在） 

(２)マイナンバーカードの普及促進  

国は令和４年度末にほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指し，普及促進

活動を行っています。 

  本町においても同様に、マイナンバーカードの普及促進活動に取り組んでまいります。 

また、町民がマイナンバーカードを取得するメリットを享受できるようにするため、医療

機関においてマイナンバーカードを健康保険証として利用できるよう整備するほか、マイナ

ンバーカードを用いたオンライン申請を普及させ、時間・場所を問わず行政手続の申請を行

えるよう整備してまいります。 

 

(３)行政手続のオンライン化  

「デジタル行政推進法」（平成１４年法律第１５１号、令和３年５月１９日改正）におい

て、行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結させるために不可欠な「デ

ジタル３原則」が基本原則として明確化され、国の行政手続のオンライン化実施が原則とさ

れるとともに、自治体においても行政手続のオンライン化実施に取り組むことが努力義務と

・住民記録・選挙人名簿管理・固定資産税・個人住民税・法人住民税・軽自動車税 

・国民年金・国民健康保険・後期高齢者医療・介護保健・障がい者福祉・健康管理 

・児童手当・戸籍・戸籍附票・印鑑登録 
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なっており、令和４年度末までに子育て、介護関係など２７手続の申請をオンライン上でも

できるように措置しなくてはならないとしています。 

当町では上記２７手続のオンライン化を進めるとともに、その他手続についても住民の利 

便性向上と事務作業の効率化を目指し、費用対効果、住民ニーズなどを手続ごとに確認しな

がら、オンライン化を推進していきます。  

さらに、オンライン申請の受付・審査・決裁・書類の保存といった一連の業務の流れを確

立させ、オンライン化へのスムーズな移行体制をとるとともに、町民など利用者に対しても

オンライン申請が行えることを周知し、オンライン手続の普及を促進していくことにより、

その効果が大きく発揮されるよう取り組んでまいります。  

 

 (４)ＡＩ・ＲＰＡの活用による業務改善の推進  

国資料「自治体ＤＸ推進方針２．０版」（令和４年９月２日策定）では本格的な人口減少社

会となる２０４０年頃を見据え、人的資源を本来注力するべき業務に振り向け、限られた経

営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくため、ＡＩやＲＰＡなどのデジタ

ル技術を今後積極的に活用すべきとされています。当町においても国等の情報を注視しなが

ら、今後起きる職員数の減少に対応できるよう、ＡＩ・ＲＰＡの活用を検討していきます。 

 

(５)テレワークの推進   

コロナ禍に対応する新しい働き方として、社会一般にテレワークが普及しています。当町

においても、重大な感染症発生時や災害時における行政機能維持と、職員一人ひとりのライ

フステージに合わせた多様な働き方を可能にすることを目的に、テレワークの本格的運用に

向け検討していきます。 

 

 (６)情報セキュリティ対策の徹底  

業務内にデジタルツールを利活用する上では、これまで以上に情報セキュリティを意識す

ることが必要です。令和３年度にはハード面におけるセキュリティ機能の強化を目的に行政

業務に使用するサーバの更新を行いました。最新のサイバーセキュリティ技術の動向を踏ま

え、適切に情報セキュリティポリシーの見直しを行い、インシデント防止を徹底するととも

に、 研修等を通じて職員一人ひとりの情報セキュリティ意識を向上させてまいります。 
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② 自治体ＤＸの取組とあわせて取り組むデジタル社会の実現に向けた取組（３項目） 

 

（１）デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の取組の推進 

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）では、「全国どこでも

誰もが便利で快適に暮らせる社会」をつくることを目指して、官民双方による地方における

ＤＸを推進するとしており、令和３年度よりデジタル田園都市国家構想推進交付金を整備

し、自治体の取組を支援しています。デジタル技術を活用した地域課題の解決ならびに地域

活性化を図るため、当町におけるデジタル田園都市国家構想交付金の活用可能性を検討して

まいります。 

(２)デジタルデバイド対策  

デジタルデバイドとはインターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる人と利用

できない人との間に生じる格差のことです。これからのデジタル社会を生きる上では、イン

ターネット等のツールを活用することが不可欠です。これまでに行った取組として、高速・

大容量のデータ通信を可能にするため町内全域に光ファイバによる通信網を整備したほか、

主要公共施設における wi-fi 無線の整備を行いました。また、町民それぞれがデジタル社会

で快適に生活できるスキルを身につけるため、スマートフォンやタブレット等のデジタルツ

ールの基本的な使い方を学習する機会を設けます。  

 

（３）デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し 

  現在、行政業務の多くが書面や目視などのアナログ的手法にて行うと法律等で規定されて

おり（アナログ規制）、これがデジタル化の推進を阻害する一因となっています。令和３年

１１月に創設された内閣総理大臣を会長とする「デジタル臨時行政調査会」の報告による

と、デジタル化を阻害する法律・政令・省令について調査したところ、約５，０００条項の

規制が該当しました。同時に、地方自治体におけるデジタル化を推進させるため、条例等に

おけるアナログ規制の点検を行うためのマニュアルを作成し、自治体の自主的な取組を支援

するとしています。 

  当町においても、ＤＸを推進する上で不要なアナログ規制を是正すべく、上記マニュアル

を参考にしながら、条例等の見直しを行ってまいります。 
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③ その他ＤＸに係る取組(５項目) 

 

（１）業務のペーパーレス化 

   紙代など金銭コストの削減、資料印刷、配布などの手間の削減、環境負荷への配慮か

ら、業務のペーパーレス化の重要性が世間一般に広まってきています。当町においても、

ペーパーレス化の可能性を実証実験等も踏まえながら検証してまいります。また、ペー

パーレス化に必要な備品の整備など付随して考えなくてはならない事項があり、本格的

運用については費用対効果も考えながら検討してまいります。 

 

（２）情報発信の充実 

   日常生活におけるＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の普及はめざ

ましいものがあります。現在ＳＮＳは単なる連絡手段にとどまらず、生活に必要な情報

がＳＮＳを通じて手に入る時代となっています。当町における情報発信の手段は広報紙、

回覧文書、防災無線、ホームページが主でしたが、これにＳＮＳによる発信を加えるこ

とにより、すべての町民に必要な情報が伝達できることを目指します。 

 

（３）電子マネー決済の導入 

   行政サービス利用者の利便性向上を目的に、先進自治体による電子マネー決済の導入

が始まっています。当町における電子マネー決済の費用対効果、住民ニーズ、導入可能

なサービスを確認しながら、電子マネー決済の導入を検討してまいります。 

 

（４）オンライン会議の活用 

   コロナ禍を契機に、不特定多数との接触を避ける目的からオンライン会議の需要が高

まっており、今では外部機関との会議の半数以上がオンラインでの開催となっています。

時間・場所等柔軟性をもって行えるオンライン会議の利点を活かし、コロナ禍以後にお

いてもオンライン会議を積極的に活用し、職員の業務効率化を目指します。 
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（５）業務プロセス改善の取組 

   ＤＸ推進の取組と並行して、デジタル化以後における業務プロセスの改善も必要です。

業務にデジタルツールを活用する強みを活かし、これまでの対面、書面、押印を中心と

した業務プロセスを見直し、住民、職員双方にとって効率的な行政サービスの構築に向

けて、全職員をあげて取り組んでまいります。 

 

業務プロセス改善の具体例 

・行政文書における押印の廃止・対面による会議、打ち合わせをオンラインに切替 

・デジタルツールを活用することにより発生した、行政手続における不要な工程の廃止 
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      ３．工程表 

  

  

取組事項 
令和３年度 

以前 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 摘要 

重
点
取
組
事
項 

自治体情報システムの標準化・共通化  工程の作成 仕様等準備期間 運用開始 法期限：令和７年度末 

マイナンバーカードの普及促進  普及促進活動 健康保険証として利用  

行政手続のオンライン化  
オンライン化 

（２７手続） 
その他手続オンライン化 ２７手続：４年度末まで 

ＡＩ・ＲＰＡの普及促進   導入可能性の検討  

テレワークの推進 端末購入  制度設計 運用開始  

情報セキュリティ対策の徹底 
セキュリティポリシーに基づく庁内業務の遂行 

職員向け研修の実施（令和６年度予定） 

【導入済】 

・ネットワーク三層分離 

・デバイスロック 

そ
の
他
事
項 

デジタル田園都市国家構想 

推進交付金の活用 
 導入可能性検討  

デジタルデバイド対策  
スマホ教室 

開催 
その他ツールの講座開催検討  

条例等の規制の点検・見直し   条例改正 押印廃止等 

業務のペーパーレス化   導入可能性の検討  

情報発信の充実 ＳＮＳ研修 ＳＮＳによる情報発信 Twitter,Instagram 等 

電子マネー決済の導入   導入可能性の検討  

オンライン会議の活用 端末購入 オンライン会議の積極的活用  

業務プロセス改善の取組  各所管業務のプロセス見直し  
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４ 推進体制  
 

(１)推進体制の整備  

   本町におけるＤＸの推進は、全ての職員に関連する全庁的かつ横断的な取組です。  

   これを効率的かつ効果的に推進していくために、次のとおり体制を整備します。  

 

ア 最高情報統括責任者（Chief Information Officer、以下「ＣＩＯ」という。）  

    ＣＩＯは本町のＤＸ全体を指揮統括する者であり、副町長の職にある者をもって充てま

す。 

イ ＣＩＯ補佐 

  ＣＩＯの任務を補佐する役割として、総務課長の職にある者をもって充てます。 

ウ ＤＸ推進事務局 

  ＤＸ推進を円滑に遂行するために必要な連絡調整役として、総務課企画係にある者をも

って充てます。 

エ 所管課の役割 

    所管課は本方針「２ 取組事項」の遂行にあたります。また、それには課、係をまたい 

だ横断的な連携が必要です。関連課・係によるグループをつくり、情報共有等を密に行いな

がら業務を遂行します。 

オ 体制の見直し      

必要に応じて推進体制の見直しを行い、ＤＸを推進します。  

 

【ＤＸ推進体制のイメージ図】 

 

 

 
ＣＩＯ 

（副町長） 

ＣＩＯ補佐 

（総務課長） 

ＤＸ 

推進事務局 

（企画係） 

所管課 

 


